
報道発表 Press Release No: 108-17-01 

 2017 年 5 月発行                     日本福祉大学 看護学部          

 

住民主体の介護予防ワークショップを開催 
―地域住民との地域課題共有の実践― 

  

JAGES データを活用して、住民と地域課題を共有するワークショップを開催しました。介護予防施策

サポートから地図化されたデータを使い、生活圏域を小学校区に設定するなど、住民が理解しやす

い工夫をしました。ワークショップに取り組んだことで、ボランティア同士の連携や、住民主体の活動の

促進を図ることができました。 

  

    お問合せ先：日本福祉大学看護学部 中村廣隆  E-mail：hiron@n-fukushi.ac.jp 

 

 

図 1 介護予防の課題を小学校区ごとに示した地図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 認知機能低下者の多い・少ないに 

着目した地域の特徴 

 

 

 

 

 

 

  

 

＊図１・表１は実際にワークショップで示したもの。表１は、介護予防施策サポートサイトの「介入のヒントはこちら」から

相関関係をまとめた。図１は地域診断システムから抽出した地図。JAGESに参加している自治体職員なら誰でも閲

覧できるシステムを活用。 

全年齢：６５歳以上の高齢者 

前期高齢：６５歳～７４歳まで 

後期高齢：７５歳以上 

 

悪い（課題が多い） 

良い（課題が少ない） 
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● 背景  

地域包括ケアシステムを構築する第一歩として、高齢者の居場所や出番づくりを地域住民と共に進め、住

民主体の介護予防を実践するためのボランティア育成ワークショップを開催しました。今後の介護予防事業に

ついて地域特性に合わせて事業を考えること、さらにボランティア同士が知り合い協働してもらうことを目指しま

した。 

● 方法  

JAGES2013 のデータを「介護予防施策サポートサイト」から抽出し、地域の健康課題を抽出しました。ワーク

ショップでは、データをもとに、地域ごとにどのような介護予防の取り組みが必要かを検討してもらいました。対

象者は、ボランティア活動をしている地域住民に参加してもらいました。ワークショップの工夫として、数字やグ

ラフの羅列ではなく、各種介護予防の課題を地図化したものを用いました。内容は、地域ごとの介護予防の課

題を共有すること、課題解決のための実践すべきことを考えてもらいました。 

● 結果   

 3 会場 100 名の参加があり、87 人（87％）からアンケートを回収できました。地図化の工夫で地域課題が把

握しやすかったと肯定的な意見をもらえました。また、地域のボランティアが、自分の住んでいる地域の課題を

知ることで、その課題に対し自分たちが何をできるのかというアイデアを出し合えたなど、住民主体の介護予防

事業に向けた一歩が踏み出せたと感じています。 

 

● 結論   

 今回の取り組みで有用だった点は、データを地図化したこと、生活圏域を小学校区に設定したことです。ワー

クショップは、ボランティア同士の連携、住民主体の活動の促進の一助となりました。 

● 本研究の意義 

 ビックデータを活用して住民と共に地域診断に取り組んだ実践はまだ少ないのが現状です。地域の実情にあ

った地域包括ケアシステムを構築する上で、地域のことを一番よく知っている住民の参加は必須です。今回の

ワークショップは、住民に地域の実情をわかりやすく示した実例となりました。 

● 論文発表 

中村廣隆，小嶋雅代，村田千代栄：住民主体の介護予防に向けた取り組み : 地域課題を共有するワークシ

ョップを通じて．東海公衆衛生雑誌 = Tokai journal of public health 4(1), 55-59, 2016 
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